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収　　入

款 項 目 予定額(千円)

１ 病院事業収益 263,082

１ 医業外収益  263,082

１ 受取利息及び配当金 983

２ 負担金交付金  163,676 一般会計負担金 122,479

指定管理者負担金 41,197

３ 他会計補助金 90,000

４ 長期前受金戻入 8,349

５ その他医業外収益 74

令和８年度柏市病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

【税込み】

備　　　考(千円)

預金利息

一般会計補助金
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支　　出

款 項 目 予定額(千円)

１ 病院事業費用 263,082

１ 医業費用 249,245

１ 給与費  38,628 給料 15,381

手当等 18,348

報酬 40

法定福利費 4,859

２ 経費 157,622 厚生福利費 5

被服費 100

報償費 136

旅費 362

消耗品費 230

燃料費 69

食糧費 10

修繕費 1,000

保険料 3,084

賃借料 1,628

通信運搬費 274

交付金 120,000

　政策的医療交付金 120,000

委託料 26,244

諸会費 220

雑費 4,260

備　　　考(千円)
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款 項 目 予定額(千円)

３ 減価償却費 50,995 建物減価償却費 43,393

構築物減価償却費 197

器械備品減価償却費 7,284

その他有形固定資産減価償却費 121

４ 資産減耗費  2,000 固定資産除却費

２ 医業外費用 8,720

１ 支払利息及び 3,720 企業債利息 3,720

　企業債取扱諸費

２ 消費税及び地方消費税  5,000

３ 予備費 5,117

１ 予備費 5,117

備　　　考(千円)

消費税及び地方消費税納付額
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収　　入

款 項 目 予定額(千円)

１ 資本的収入 321,422

１ 企業債  300,000

１ 企業債 300,000 企業債

２ 出資金  21,422

１  他会計出資金  21,422 一般会計出資金

支　　出

款 項 目 予定額(千円)

１ 資本的支出  427,000

１ 建設改良費  390,000

1 施設整備費  370,000 委託料 320,000

工事請負費 50,000

2 有形固定資産購入費  20,000 医療器械購入費 20,000

２ 企業債償還金  32,134

１ 企業債償還金  32,134 企業債元金償還金

３ 予備費 4,866

１ 予備費 4,866

資本的収入及び支出

【税込み】

備　　　考(千円)

備　　　考(千円)
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0 千円
50,995 千円
2,000 千円

0 千円
0 千円

1,796 千円
0 千円
0 千円

699 千円
△ 8,349 千円

△ 983 千円
3,720 千円

0 千円
△ 2,322 千円

7,645 千円
0 千円
0 千円

55,201 千円
983 千円

△ 3,720 千円
0 千円

52,464 千円

△ 315,361 千円
0 千円
0 千円
0 千円
0 千円
0 千円
0 千円
0 千円
0 千円
0 千円

△ 315,361 千円

0 千円
0 千円
0 千円

300,000 千円
△ 32,134 千円

0 千円
0 千円

21,422 千円
289,288 千円

26,391 千円
2,218,326 千円
2,244,717 千円

令和８年度　柏市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書(間接法）　

 １　業務活動によるキャッシュ・フロー
　当年度純利益
　減価償却費
　有形固定資産除却費等
　繰延資産(繰延勘定)の償却費
　減損損失
　退職給付引当金の増減額
　貸倒引当金の増減額
　修繕及び特別修繕引当金の増減額
　賞与引当金の増減額
　長期前受金戻入額
　受取利息及び配当金
　支払利息
　有形固定資産売却損益
　未収金の増減額
　未払金の増減額
　たな卸し資産の増減額
　その他の流動負債の増加・減少

小　　計
　受取利息収入
　支払利息
　過年度損益修正益の増減

業務活動によるキャッシュ・フロー

　無形固定資産の売却による収入
　有価証券の取得による支出
　有価証券の売却による収入
　国庫補助金等による収入
　国庫補助金等の返還金による支出

 ２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　無形固定資産の取得による支出

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　建設改良費等の財源に充てるための一時借入金による収入

　建設改良費等の財源に充てるための一時借入金による支出

　一般会計又は特別会計からの繰入金による収入
　前払金の増減額

投資活動によるキャッシュ・フロー
 ３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　一時借入による収入

　他会計からの出資による収入
財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額
資金期首残高
資金期末残高

　一時借入金の返済による支出
　リース債務返済による支出
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１　総　括

法　定

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計 福利費 合　計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(　)

0 3 40 15,381 18,348 33,769 4,859 38,628

(　)

0 3 40 14,482 17,950 32,472 4,545 37,017

(　)

0 0 0 899 398 1,297 314 1,611

地　域 扶　養 管理職 住　居 通　勤 時間外勤務 期末勤勉 その他

区　分 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　当 手　　当 手　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度
1,345 1,154 278 1,109 792 3,690 7,103 2,877

前年度
1,112 1,130 278 1,109 792 3,510 6,569 3,450

比　較
233 24 0 0 0 180 534 △ 573

本年度

前年度

比　較

※（　）内は，会計年度任用職員及び短時間勤務職員であり，外書きである。

手
当
の
内
訳

給与費明細書

職員数 給与費

区　分
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２　給料及び手当の増減額の明細

区　分 増減額(千円) 備　考

　改定率

給　料 899 　給与改定に伴う増減分 420 　　本年度　　 2.73 %

　　前年度　　 3.75 %

　昇給に伴う増加分 185 　平均昇給率 1.2 %

　その他の増減分 294

手　当 398 　制度改正に伴う増減分 334 　地域手当 233

  扶養手当 24

  退職手当 △ 573

　その他の増減分 64

３　給料及び手当の状況

（１）　職員１人当たりの給与

（２）　初任給

大学卒  237,600  232,000

　 平均給与月額 (円)  414,368

　 平均年齢 (歳)  37.0

国の制度
区　分

行政職（一）(円)

 令和８年１月１日現在

　 平均給料月額 (円)  309,633

  異動その他予
　算措置の相違
　による増減分

637

　 平均給与月額 (円)

　 平均給料月額 (円)

　異動その他予算措置の相違に
　よる増減分

 441,049

　 平均年齢 (歳)  37.7

 301,544

　期末勤勉手当
　月数の変更

77

増減事由別内訳(千円) 説　明

区　分 一般行政職

 200,300

行政職（一）(円)

 令和７年１月１日現在

高校卒  206,700
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（３）　級別職員数

66.6

33.3

66.6

33.3

（級別の標準的な職務・職層）

区　分 ９級 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

一般行政職 部長 次長 課長 課長補佐 係長 主査 主任 主事 主事補

一　　般　　行　　政　　職

級 職員数(人) 構成比(%)

（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）
2

（　） （　）

（　） （　）
1

（　） （　）

計 3 100

（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）

（　） （　）
2

（　） （　）
1

（　） （　）

（　） （　）

計 3 100

※（　）内は，会計年度任用職員及び短時間勤務職員であり，外書きである。
※端数処理の都合上，構成比内訳と計は一致しないところがある。

区　分

 令和８年１月１日現在

 令和７年１月１日現在

９　　　　級

８　　　　級

７　　　　級

６　　　　級

５　　　　級

４　　　　級

３　　　　級

２　　　　級

１　　　　級

３　　　　級

２　　　　級

１　　　　級

９　　　　級

８　　　　級

７　　　　級

６　　　　級

５　　　　級

４　　　　級
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合　　　計 一般行政職

3 3

3 3

100.0 100.0

3 3

3 3

100.0 100.0

（５）　特殊勤務手当

全職種 一般行政職

0 0

（６）　期末手当・勤勉手当

(月分)

2.325 2.325 4.65

2.300 2.300 4.60

2.325 2.325 4.65

（７）　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(月分) (月分) (月分) (月分)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

（８）　その他の手当

支給率等

―　代表的な特殊勤務手当の名称

　支給対象職員の比率

（令和８年１月１日現在）

国の制度

区　分

有

 ６月(月分)  12月(月分)

住居手当

職　　員　　数　(Ａ)　(人)

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

比　　率（Ｂ）/（Ａ）（％）

職　　員　　数　(Ａ)　(人)

前年度

扶養手当

地域手当

国の制度
（支給率等）

区 分

前
年
度

区　分

本年度

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

比　　率（Ｂ）/（Ａ）（％）

支給期別支給率

　給料総額に対する比率　　（％）

区　分

（４）　昇給

区　　　　　　　　　　　　分

本
年
度

同じ通勤手当

一般会計の制度との異同 差異の内容

同じ

同じ

同じ

定年前早期退職特例措置

0 0

 20年勤続の者  25年勤続の者  35年勤続の者 最高限度
その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置

有

備 考

支給率計 制度上の段階，職務の級等による
加算措置

備　考

有
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款
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事 業 名

全
体

計
画

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

柏 市 立 柏 病 院 再 整 備 事 業

年
割

額

左
の

財
源

内
訳

5
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期 　間 金　 額 期　 間 金 　額

40,000 40,000柏市立柏病院
再整備事業

- - 令和８年度から
令和９年度まで

40,000

外に消費税及び地方
消費税率の変更に伴
う額を加算する

外に消費税及び地方
消費税率の変更に伴
う額を加算する

外に消費税及び地方消費税
率の変更に伴う額を加算す
る

423,306

債務負担行為に関する調書
（単位：千円）

事　 項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

病院事業収益

柏市立柏病院
管理運営事業

820,000 令和５年度から
令和７年度まで

396,694 令和８年度から
令和１１年度ま
で

423,306
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（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

       イ　土地 2,055,423

       ロ　建物 2,293,058

           減価償却累計額 1,843,021 450,037

       ハ　構築物 66,087

           減価償却累計額 60,686 5,401

       ニ　器械備品 565,284

           減価償却累計額 496,506 68,778

       ホ　車両 869

           減価償却累計額 825 44

       ヘ　その他有形固定資産 172,014

           減価償却累計額 163,330 8,684

       ト　建設仮勘定 300,390

有形固定資産合計 2,888,757

固定資産合計 2,888,757

２．流動資産

（１）現金預金 2,244,717

（２）未収金 275,255

流動資産合計 2,519,972

資産合計 5,408,729

３．固定負債

（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債 ※（注１） 434,997

（２）引当金

イ　退職給付引当金　※（注２) 25,316

引当金合計 25,316

固定負債合計 460,313

令和８年度　柏市病院事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

【税抜き】

資　産　の　部

負　債　の　部
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４．流動負債

（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債　※（注１） 32,764

（２）未払金 145,937

（３）引当金

イ　賞与引当金 2,506

引当金合計 2,506

（４）その他流動負債 0

流動負債合計 181,207

５．繰延収益

　　（１）長期前受金 361,711

　　（２）長期前受金収益化累計額 299,642

繰延収益合計 62,069

負債合計 703,589

６．資本金

（１）資本金

イ　固有資本金 665,319

ロ　出　資　金 3,156,259

ハ　組入資本金 756,080

資本金合計 4,577,658 4,577,658

７．剰余金

（１）資本剰余金

イ　補助金 127,482

資本剰余金合計 127,482

（２）利益剰余金

イ　減債積立金 0

ロ　当年度未処分利益剰余金 0

利益剰余金合計 0

剰余金合計 127,482

資本合計 4,705,140

負債資本合計 5,408,729

資　本　の　部

※(注１) （企業債の償還に係る他会計の負担）
　　　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，261,836千円で
          ある。
※(注２） 退職給付引当金については，1,796千円を引き当てる予定である。
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注 記 

 地方公営企業法施行規則（以下「則」という。）第３５条の規定により，次の事項を注記す 

る。 

 

１ 重要な会計方針 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ・資産の評価基準は，則第８条の規定により，原則として取得原価を帳簿価額とする。 

   ・取得原価は，購入及び製作に直接要した価格及び付帯費用とする。 

   ・譲与，贈与その他無償で取得した資産は，公正な評価額を取得原価とする。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産 

   ・減価償却の方法は定額法とし，償却限度額は 100分の 95としている。 

    また，鉄骨鉄筋コンクリート造，鉄筋コンクリート造，れんが造，石造及び土造の建

物については，帳簿価額の 100分の 95に達した事業年度以降，使用不能と認められる事

業年度内において，1円まで減価償却を行うことができるものとしている。 

   ・記帳方式は，間接法としている。 

 

（３）引当金の計上方法 

  ア 退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給及び退職手当負担金の支出に備えるため，当年度末における退

職手当要支給額に相当する金額を簡便法により計上している。 

  イ 貸倒引当金 

    利用料金制を採用しているため，未収金の不納欠損は発生しないため，貸倒引当金は 

   計上していない。 

  ウ 賞与引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基

づき，当年度の負担に属する額（4/12ヶ月）を年度末の決算時に計上する。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

   収益及び費用は，その発生の事実に基づき計上している。ただし，次に掲げる収益及び 

  費用については，記載のとおり計上している。 

  ア 受取利息 

    期間損益に著しい影響を与えないものとして，未収収益とせず現金の収納がなされた 

   時点において収益としている。 

  イ 公共料金等継続契約に基づく経常的な費用 

    使用期間に拘らず，請求の時点をもって費用としている。 
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  ウ 未経過保険料，未経過賃借料等 

    前払費用とせず，支払の時点をもって費用としている。 

 

（５）消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 

 

２ セグメント情報 

  報告セグメントは，病院事業として１つである。 

 

３ リース取引の処理方法 

  リース料総額が３００万円超の所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常 

 の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。  

  リース料総額が３００万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通 

 常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

４ その他の注記 

（１） 引当金の取崩し 

  ア 退職給付引当金 

    当事業年度において，退職予定者はいないため，退職手当負担金の支給に伴う退職給 

   付引当金の取り崩しはない。 

  イ 賞与引当金 

    当事業年度において，職員の期末手当及び勤勉手当及びそれに伴う法定福利費を支給  

   するため，賞与引当金 1,807 千円を取り崩す。 
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（単位:千円）

１．医業費用

（１）給与費 30,482

（２）経費 182,965

（３）減価償却費 60,928

（４）資産減耗費 538 274,913

医業損失 274,913

２．医業外収益

（１）受取利息及び配当金 4,124

（２）負担金交付金 171,911

（３）他会計補助金 96,119

（４）長期前受金戻入 10,322

（５）その他医業外収益 69 282,545

３．医業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 4,338

（２）雑損失 3,294 7,632 274,913

経常利益 0

４．特別利益

（１）過年度損益修正益 0 0

５．特別損失

（１）過年度損益修正損 0 0 0

当年度純利益 0

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 0

令和７年度　柏市病院事業予定損益計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

【税抜き】
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（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

      イ　土地 2,055,423

      ロ　建物 2,293,058

          減価償却累計額 1,799,628 493,430

      ハ　構築物 66,087

          減価償却累計額 60,489 5,598

      ニ　器械備品 587,103

          減価償却累計額 527,223 59,880

      ホ　車両 869

          減価償却累計額 825 44

      ヘ　その他有形固定資産 172,014

          減価償却累計額 163,210 8,804

      ト　建設仮勘定 9,480

有形固定資産合計 2,632,659

固定資産合計 2,632,659

２．流動資産

（１）現金預金 2,218,326

（２）未収金 272,932

流動資産合計 2,491,258

資産合計 5,123,917

３．固定負債

（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債 ※（注１） 167,761

（２）引当金

イ　退職給付引当金　※（注２) 23,519

引当金合計 23,519

固定負債合計 191,280

令和７年度　柏市病院事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

【税抜き】

資　産　の　部

負　債　の　部
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４．流動負債

（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債 ※（注１） 32,133

（２）未払金 144,561

（３）引当金

イ　賞与引当金 1,807

引当金合計 1,807

（４）その他流動負債 0

流動負債合計 178,501

５．繰延収益

　　（１）長期前受金 361,711

　　（２）長期前受金収益化累計額 291,292

繰延収益合計 70,419

負債合計 440,200

６．資本金

（１）資本金

イ　固有資本金 665,319

ロ　出　資　金 3,134,836

ハ　組入資本金 756,080

資本金合計 4,556,235 4,556,235

７．剰余金

（１）資本剰余金

イ　補助金 127,482

資本剰余金合計 127,482

（２）利益剰余金

イ　減債積立金 0

ロ　当年度未処分利益剰余金 0

利益剰余金合計 0

剰余金合計 127,482

資本合計 4,683,717

負債資本合計 5,123,917

資　本　の　部

※(注１) （企業債の償還に係る他会計の負担）
　　　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，133,258千円で
          ある。
※(注２） 退職給付引当金については，2,368千円を引き当てる予定である。
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注 記 

 地方公営企業法施行規則（以下「則」という。）第３５条の規定により，次の事項を注記す 

る。 

 

１ 重要な会計方針 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

   ・資産の評価基準は，則第８条の規定により，原則として取得原価を帳簿価額とする。 

   ・取得原価は，購入及び製作に直接要した価格及び付帯費用とする。 

   ・譲与，贈与その他無償で取得した資産は，公正な評価額を取得原価とする。 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   有形固定資産（リース資産を除く。） 

   ・減価償却の方法は定額法とし，償却限度額は 100分の 95としている。 

    また，鉄骨鉄筋コンクリート造，鉄筋コンクリート造，れんが造，石造及び土造の建

物については，帳簿価額の 100分の 95に達した事業年度以降，使用不能と認められる事

業年度内において，1円まで減価償却を行うことができるものとしている。 

   ・記帳方式は，間接法としている。 

 

（３）引当金の計上方法 

  ア 退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給及び退職手当負担金の支出に備えるため，当年度末における退

職手当要支給額に相当する金額を簡便法により計上している。 

  イ 貸倒引当金 

    利用料金制を採用しているため，未収金の不納欠損は発生しないため，貸倒引当金は 

計上していない。 

  ウ 賞与引当金 

    職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基

づき，当年度の負担に属する額（4/12ヶ月）を年度末の決算時に計上する。 

 

（４）収益及び費用の計上基準 

   収益及び費用は，その発生の事実に基づき計上している。ただし，次に掲げる収益及び 

  費用については，記載のとおり計上している。 

  ア 受取利息 

    期間損益に著しい影響を与えないものとして，未収収益とせず現金の収納がなされた 

   時点において収益としている。 

  イ 公共料金等継続契約に基づく経常的な費用 

    使用期間に拘らず，請求の時点をもって費用としている。 
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  ウ 未経過保険料，未経過賃借料等 

    前払費用とせず，支払の時点をもって費用としている。 

 

（５）消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 

 

２ セグメント情報 

  報告セグメントは，病院事業として１つである。 

 

３ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

  リース料総額が３００万円超の所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常 

 の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。  

  リース料総額が３００万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通 

 常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

４ その他の注記 

（１）引当金の取崩し 

  ア 退職給付引当金 

    当事業年度において，退職予定者はいないため，職員手当負担金の支給に伴う退職給 

   付引当金の取り崩しはない。 

  イ 賞与引当金 

    当事業年度において，職員の期末手当及び勤勉手当並びにそれに伴う法定福利費を支 

   給するため，賞与引当金 1,765千円を取り崩す。 
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